
ＤＢ年金の平成22年9月決算
積立状況等

※ご参考に厚年基金のお客様にも送付させて頂きます。
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平成22年9月末に決算を迎えた弊社総幹事先DB年金について、
積立水準等の集計を行いましたのでご案内致します。なお、今後
は毎月のDB年金の決算状況についてご案内予定ですので、是非
ご活用ください。

１．継続基準の積立水準※1の平均⇒1.08
　　80％のDB年金が継続基準を満たしました。
　　　※1 （数理上資産額＋許容繰越不足金）÷責任準備金

２．非継続基準の積立水準※2の平均⇒2.25
　　92％のDB年金が非継続基準を満たしました。
　　　　※2 　純資産額÷最低積立基準額　（未認識額控除後）

ポイント

※　全DB年金の分布とは傾向が異なり得る点についてご留意下さい。
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【ご参考】 累積市場収益率（平成21年10月～平成22年9月）

三菱ＵＦＪ年金ニュース三菱ＵＦＪ年金ニュース

◆市場インデックスは、以下の通りです。
国内債券：ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ（総合）
国内株式：東証株価指数（配当込）
外国債券：シティグループ世界国債インデックス(円ベース)
外国株式：MSCI-KOKUSAIインデックス(円ベース：配当込・税引前)
短期金融資産：コール・ローン［有担保・翌日物］
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① 継続基準の積立水準分布

継続基準の積立水準 ＝（数理上資産額＋許容繰越不足金）÷責任準備金
　⇒1.0未満の場合は責任準備金確保のための掛金計算の実施が必要
下段の【ご参考】数理上資産額/責任準備金は許容繰越不足金を除いた純粋な積立水準です。
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【ご参考】 数理上資産額/責任準備金

平均積立水準：1.08

【規約型】平均積立水準：1.07
【基金型】平均積立水準：1.11

20％が継続基準に抵触

平均積立水準：0.91

【基金型】平均積立水準：0.96
【規約型】平均積立水準：0.91

発行元：三菱ＵＦＪ信託銀行　年金コンサルティング部　　　　　　　2/7
※本件に関するご照会は営業担当者までお願い致します。また本資料は、当社が公に入手可能な情報に基づき作成したものですが、その内容の正確性・完全性を保証す
るものではありません。施策の実行にあたっては、実際の会計処理・税務処理等につき、貴社顧問会計士・税理士等にご確認くださいますようお願い申し上げます。当レ
ポートの著作権は三菱UFJ信託銀行に属し、その目的を問わず無断で引用または複製することを禁じます。



【ご参考】 数理上資産額/数理債務

【ご参考】DB年金制度の責任準備金と適年制度の責任準備金の違い
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【DB年金における責任準備金の定義】
将来の給付見込み（給付現価）から標準掛金及び補
足掛金の収入見込み（標準掛金収入現価＋補足掛
金収入現価）を控除した額。理論上の年金資産。

【適格退職年金における責任準備金の定義】
将来の給付見込み（給付現価）から第1掛金の
収入見込み（第1掛金収入現価）を控除した額。
DB年金では数理債務として定義される。

「現在これだけ資産があれば今後の掛金収入
で今後の給付を賄える」という意味合いのもの
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※積立水準が0.8～0.9の場合でも、過去3事業年度のうち積立水準が0.9以上の事業年度が2回以上ある場合は、

　非継続基準に抵触しません。

②非継続基準の積立水準分布

非継続基準の積立水準＝純資産額÷最低積立基準額（未認識額控除後）
　⇒「未認識額」とは適年から権利義務移転した場合等の経過措置（激変緩和措置）により
　　最低積立基準額から控除できる額のことです。
下段の【ご参考】純資産額/最低積立基準額（未認識額控除前）は、上記経過措置部分の
　債務も加算した本来的な債務に対する積立比率です。
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【ご参考】 純資産額/最低積立基準額（未認識額控除前）

平均積立水準：2.25

【規約型】平均積立水準：2.27
【基金型】平均積立水準：1.00

8％が非継続基準に抵触
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【規約型】平均積立水準：1.01
【基金型】平均積立水準：1.00
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③ 継続基準の予定利率

継続基準の予定利率は3％から3.5％の設定が中心です。
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※　同一制度で複数の予定利率を設定している場合は、最も低い率を集計対象としています。

④運用実績（時価ベース利回り）

運用実績は各制度の予定利率、ポートフォリオ等によってばらつきが生じることがあります。
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平均予定利率：2.80％

【規約型】平均予定利率：2.78％
【基金型】平均予定利率：3.50％

平均運用実績：-1.11％

【規約型】平均運用実績：-1.11％
【基金型】平均運用実績：-1.06％
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⑤ 特別掛金の残余償却期間

特別掛金の償却期間が長いと加入者の減少や基準給与の減少などによる将来の収入不足の
　影響を受け易くなります。
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⑥成熟度に関する指標

制度設立後の経過年数に従って成熟度が徐々に高まっていくことは年金制度として自然な現象で
す。
成熟度をみるポイントとしては、毎年の変動の状況（急上昇していないか）や、その要因（新規
　採用者の減少や事業所脱退に伴うもの等）があります。
以下では成熟度をみるための代表的な指標をご案内します。
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１．受給者数/加入者数

平均残余償却期間：6年

【規約型】平均残余償却期間：6年
【基金型】平均残余償却期間：0年

平均比率：13.7％

【規約型】平均比率：13.2％
【基金型】平均比率：43.3％

※　事業報告書にかかる基礎数値として当社より報告しております数値を集計しています。

※　同一制度で複数の特別掛金を設定している場合は、最長の残余償却期間を集計対象としています。
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２．給付額※１/掛金額※２
※１　給付額＝一時金給付額＋年金給付額（発生ベース）
※２　掛金額＝標準掛金+特別掛金+特例掛金（発生ベース）
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成熟度は受給者数の増加と共に高まり、理論上は制度設立から数十年後に定常状態※に
　至ります。
定常状態では「給付額＝掛金額＋運用収益」となります。よって、成熟度の高まりに合わせて、
　安定的に運用収益を確保していくことが重要です。

【ご参考】成熟度の進行について

≪成熟度進行に伴う貸借対照表の変化≫

※定常状態とは、新規加入者が毎年一定数加入し、加入者が予定脱退率どおりに脱退し、受給者が予定死亡率どおりに死亡すると
　仮定した場合に、一定年数後に加入者や受給者の人数および年齢構成が一定の状態になるという理論上の人員分布をいいます。
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以上

平均比率：128.8％

【規約型】平均比率：121.9％
【基金型】平均比率：573.5％
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